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パート１
世界の精神医療改革

バザーリア改革



OECD加盟国の人口1000人あたりの精神科病床数

Ｉｔａｌｙ





イタリアのバザーリア改革

La liberta‘ e’ terapeutica.
自由こそ治療だ！



フランコ・バザーリア
（Franco Basaglia）１９２４年～１９８０年

//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/1/13/1979_-_BasagliaFoto800.jpg


北イタリアのゴリツィア県



ゴリツィア県立精神病院

http://ameblo.jp/bede-in/image-11224248278-11918470892.html
http://ameblo.jp/bede-in/image-11224248278-11918469066.html
http://ameblo.jp/bede-in/image-11224248278-11918471357.html


バザーリア改革
• バザーリア法（１８０号法）

– １９７８年５月に公布された世界初の精神科病院
廃絶法

– 精神科病院の新設、すでにある精神科病院への
新規入院、1980年末以降の再入院を禁止

– 予防・医療・福祉は原則として精神保健センター
で行う

– 治療は患者の自由意志のもとで行われる

– やむを得ない場合のために一般総合病院に15床

を限度に設置するが、そのベッドも精神保健セン
ターの管理下に置く。



ライシャワー事件
（1664年 昭和39年）

• ライシャワー事件

– 駐日米国大使のライシ
ャワーが統合失調症の
生年に刺されて重症を
負う

– ライシャワー事件により
、精神障害者の不十分
な医療の現状が大きな
社会問題となりました。

• その結果、1965年（昭
和40年）に「精神衛生
法」が一部改正された。

• ライシャワー駐日大使



宇都宮病院事件
• 宇都宮病院事件

– 1983年（昭和58年）栃木県宇都宮市にある精神

科病院報徳会宇都宮病院で看護職員らの暴行
によって患者2名が死亡した事件

– 宇都宮病院は、他の精神科病院で対応に苦慮す
る粗暴な患者を受け入れてきた病院であった

– 事件以前から「看護師に診療を行わせる」「患者
の虐待」「作業療法と称して院長一族の企業で働
かせる」「病院裏の畑で農作業に従事させ収穫物
を職員に転売する」「ベッド数を上回る患者を入
院させる」「死亡した患者を違法に解剖する」など
の違法行為が行われていた。



パート２
医療計画と精神疾患

医療計画は「医療法」に規程された 医療提供体制の基本計画
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2016年改定

2014年スタート



第６次医療計画見直しスケジュール
2010年 2011年 2012年 2013年

厚
生
労
働
省

都
道
府
県

（10月～）
社会保障審議会医療部会

における議論

（12月～）
医療計画の見直し等に関する検討会

医療計画作成指針の改正案等について
議論

改正指針
等を都道府
県へ提示

医療計画
の策定

医療計画
の実施

2008年～2012年（医療計画の5年間）



医療計画見直し等検討会

• 伊藤 伸一 日本医療法人協会副会長

• 尾形 裕也 九州大学大学院医学研究院教授

• 神野 正博 全日本病院協会副会長

• 齋藤 訓子 日本看護協会常任理事

• 末永 裕之 日本病院会副会長

• 鈴木 邦彦 日本医師会常任理事

• 池主 憲夫 日本歯科医師会常務理事

• 中沢 明紀 神奈川県保健福祉局保健医療部長

• 長瀬 輝諠 日本精神科病院協会副会長

• 伏見 清秀 東京医科歯科大学大学院教授

• 布施 光彦 健康保険組合連合会副会長

• ○武藤 正樹 国際医療福祉大学大学
院教授

• 山本 信夫 日本薬剤師会副会長

• 吉田 茂昭 青森県立中央病院長
2010年12月～2011年12月
10回にわたって行った



4疾患5事業の見直しの方向性

• ４疾病
–①がん

–②脳卒中

–③急性心筋梗塞

–④糖尿病

–⑤精神疾患

２次医療圏見直し

• 5事業
–①救急医療

–②災害医療

–③へき地医療

–④周産期医療

–⑤小児医療

–＊在宅医療構築
に係わる指針を
別途通知する







３大精神疾患

うつ病は増えている

統合失調症による入院は減っている

認知症入院が増えている







医療計画（精神疾患）について
（2012年８月６日説明会資料）

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
精神・障害保健課
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http://www.mhlw.go.jp/kinkyu/catch_phrase/index.html


精神疾患に関する医療計画 目指すべき方向

【「医療計画について」（平成24年3月30日付け医政発第0330第28号） 抜粋】

２ 医療連携体制について

（２）医療計画に定める以下の目的を達成するために、医療機能に着目した診療実施施設等の役割分

担の明確化などを通じて、発症から診断、治療、地域生活・社会復帰までの支援体制を明示すること。

① 住み慣れた身近な地域で基本的な医療支援を受けられる体制を構築すること。

② 精神疾患の患者像に応じた医療機関の機能分担と連携により、適切に保健・福祉・介護・生活支

援・就労支援等のサービスと協働しつつ、総合的に必要な医療を受けられる体制を構築すること。

③ 症状が多彩にもかかわらず自覚しにくい、症状が変化しやすい等のため、医療支援が届きにくい

という特性を踏まえ、アクセスしやすく、必要な医療を受けられる体制を構築すること。

④ 手厚い人員体制や退院支援・地域連携の強化など、必要な時に入院し、できる限り短期間で退院

できる体制を構築すること。

⑤ 医療機関等が提供できる医療支援の内容や実績等についての情報を積極的に公開することで、

患者が医療支援を受けやすい環境を構築すること。
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精神疾患に関する医療計画（イメージ図）
【予防・アクセス】 【治療・回復・社会復帰】 【精神科救急】 【身体合併症】 【専門医療】

機能
保健サービスやかかりつけ医等との連携

により、精神科医を受診できる機能

状態に応じて、必要な医療を提供できる機能

目標

・ 精神疾患の発症を予防する

・ 発症してから精神科医に受診できるま

での期間をできるだけ短縮する

・ 精神科医療機関と地域の保健医療サー

ビス等と連携する

・ 患者の状態に応じた精神科医療を提供する

・ 早期の退院に向けて病状が安定するための退院支

援を提供する

・ 患者ができるだけ長く、地域生活を継続できる

・ 24 時間365 日、精神科救急医療を提

供できる

・ 24 時間365 日、身体合併症を有する

救急患者に適切な救急医療を提供でき

る

・ 専門的な身体疾患（腎不全、歯科疾

患等）を合併する精神疾患患者に対し

て、必要な医療を提供できる

・ 児童精神医療（思春期を含む）、アル

コールやその他の薬物などの依存症、

てんかん等の専門的な精神科医療を提

供できる体制を少なくとも都道府県単位

で確保する

・ 医療観察法の指定通院医療機関につ

いて、少なくとも都道府県単位で必要数

を確保する

関係機関

・ 保健所、精神保健福祉センター、地域

産業保健センター、メンタルヘルス対策支

援センター、産業保健推進センター等の

保健・福祉等の関係機関

・ 一般の医療機関

・ 薬局

・ 精神科病院、精神科を標榜する一般病

院、精神科診療所

・ 精神科病院、精神科を標榜する一般病院、精神科診

療所

・ 在宅医療を提供する病院・診療所

・ 薬局

・ 訪問看護ステーション

・ 障害福祉サービス事業所、相談支援事業所、介護

サービス事業所、地域産業保健センター、メンタルヘル

ス対策支援センター、産業保健推進センター、ハロー

ワーク　等

・ 精神医療相談窓口、精神科救急情報

センター

・ 精神科救急医療施設

・ 精神科病院、精神科を標榜する一般

病院、精神科診療所

・ 救命救急センター、一般の医療機関

・ 人工透析等の可能な専門医療機関

・ 歯科を標榜する病院・歯科診療所

・ 専門医療を提供する医療機関

・ 医療観察法指定通院医療機関

医療機関に求
められる事項

・ 住民の精神的健康の増進のための普

及啓発、一次予防に協力する

・ 保健所、精神保健福祉センターや産業

保健の関係機関と連携する

・ 精神科医との連携を推進している（GP

（内科等身体疾患を担当する科と精神科）

連携への参画等）

・ かかりつけの医師等の対応力向上のた

めの研修等に参加している

・ 患者の状況に応じて、適切な精神科医療を提供し、必

要に応じ、アウトリーチを提供できる

・ 精神科医、薬剤師、看護師、作業療法士、精神保健

福祉士、臨床心理技術者等の多職種によるチームによ

る支援体制を作る

・ 緊急時の対応体制や連絡体制を確保する

・ 早期の退院に向け､病状が安定するための支援や､

相談支援事業者等と連携し退院を支援する

・ 障害福祉サービス事業所、相談支援事業所等と連携

し、生活の場で必要な支援を提供する

・ 産業医等を通じた事業者との連携や、地域産業保健

センター等と連携し、患者の就職や復職等に必要な支

援を提供する

・ 精神科救急患者の受け入れが可能な

設備を有する

・ 地域の精神科救急医療システムに参

画し、地域の医療機関と連携する

・ 行動制限の実施状況に関する情報を

集約し、外部の評価を受けていることが

望ましい

・ 精神科医療機関は、継続的に診療し

ている自院の患者・家族や精神科救急

情報センター等からの問い合わせ等に

夜間・休日も対応できる体制を有する

・ 地域の医療機関や、介護・福祉サー

ビス、行政機関等と連携できる

・ 身体疾患と精神疾患の両方について

適切に診断できる（一般の医療機関と

精神科医療機関とが連携できる）

・ 精神病床で治療する場合は、身体疾

患に対応できる医師又は医療機関の診

療協力を有する

・ 一般病床で治療する場合は、精神科

リエゾンチーム又は精神科医療機関の

診療協力を有する

・ 地域の医療機関や、介護・福祉サー

ビス、行政機関等と連携できる

・ 各専門領域において、適切な診断・

検査・治療を行なえる体制を有し、専門

領域ごとに必要な、保健・福祉等の行政

機関等と連携する

・ 他の都道府県の専門医療機関とネッ

トワークを有する

・ 医療観察法指定医療機関は、個別の

治療計画を作成し、それに基づき必要な

医療の提供を行うとともに、保護観察所

を含む行政機関等と連携する

・ 地域の医療機関や、介護・福祉サー

ビス、行政機関等と連携できる

精神科医療が必要な患者等の状態に応じて、速やかに精神科救急医療や専門医療等を提供できる機能

・ 発症してから、精神科医に受診するまでの期間をできるだけ短縮する

・ うつ病の正確な診断ができ、うつ病の状態に応じた医療を提供できる

・ 関係機関が連携して、社会復帰（就職、復職等）に向けた支援を提供できる
（一般の医療機関）

・ うつ病の可能性について判断でき、症状が軽快しない場合等に適切に紹介できる専門医療

機関と連携している

・ 内科等の身体疾患を担当する医師等と精神科医との連携会議等へ参画する

・ うつ病等に対する対応力向上のための研修等に参加している

（うつ病の診療を担当する精神科医療機関）

・ うつ病とうつ状態を伴う他の精神疾患について鑑別診断でき、他の精神障害や身体疾患の
合併等などを評価できる

・ 患者の状態に応じて適切な精神科医療を提供でき､必要に応じて他の医療機関と連携できる

・ 患者の状態に応じて、環境調整等に関する助言ができる

・ かかりつけの医師をはじめとする地域の医療機関と連携している

・ 産業医等を通じた事業者との連携や、地域産業保健センター等との連携、障害福祉サービス

事業所等との連携により、患者の就職や復職等に必要な支援を提供する

うつ病

（調整中）

認知症
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認知症についての
医療計画の調整

が遅れて、ぎりぎり
２０１３年スタート

に間に合った



認知症施策推進5か年計画
オレンジプラン

2013年度～2017年度（５か年計画）

2012年9月厚生労働省発表



軽度認知障害
（MCI)

439万人



















パート３
先進各国の認知症施策



イギリス



２０１５年８月２９日～９月６日
イギリス、デンマーク視察



英国の認知症国家戦略

• ２００９年２月「認知症とともに良き生活（人生）
を送る：認知症国家戦略」

• Living with Dementia:A National Dementia 
Strategy 2009~2014

• ５つの目標（２００９年）

– １ 早期の診断・支援のための体制整備

– ２ 総合病院における認知症対応の改善

– ３ 介護施設における認知症対応の改善

– ４ ケアラー支援の強化

– ５ 抗精神病薬使用の低減



１ 早期の診断・支援のための体制整備

• プライマリケア（家庭医、GP)センターにおける
早期診断と早期支援の推進

• 認知症診断率

– 疫学調査をもともに地域別の認知症の推定患者
数を分母に、認知症と診断された人の数を分子
にとり、地域別認知症診断率を把握する

– 地域ごとに大きなバラツキがあった

• 早期診断と早期支援プログラムの推進



Prime Minister’s 
challenge on Dementia 

(2012）

“there will be a quantified ambition 
for diagnosis rates across the 
country ..robust and affordable local 
plans”

「定量的な認知症診断率目標（６７%）
に基づく地域施策が必要！」



認知症診断率＝
認知症診断患者÷地域別推計認知症患者



Results 

• September 2014 • March 2015

15/05/2015
Ruth Evans – Improving Dementia 

Diagnosis in London
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ロンドンの地域における
認知症診断率の推移



認知症診断率の推移（ロンドン）２０１５年

15/05/2015
Ruth Evans – Improving Dementia 

Diagnosis in London
49

認知症診断率向上
プログラム開始

６７%へ！



認知症診断に55ポンド！
～開業医の診断率向上のためのインセンテイブ～

Anger over 'cash for diagnoses' dementia plan



早期診断・早期支援プログラム

• 市民や専門家が認知症に適切なタイミングで
気付くことができるようにする

– 市民啓発活動の強化

– プライマリケア医の認知症診断力の向上、対応
力の改善

• 身近な地域で適切なタイミングで適切な診断
を受けられる

– メモリーサービスの普及とその質向上



メモリーサービス

• 認知症の早期診断と支援の地域拠点、６５歳
以上人口約４万人に１箇所の割合で設置

• 多職種チームによるアウトリーチ

– アセスメント、チームによる診断会議、当事者・家
族へのフィードバック、当事者・家族への早期支
援の開始、一定期間の継続的支援を経て、プラ
イマリケア医に引き継ぐ

– 認知症が重症化する前に地域での生活が継続
できる体制を構築するのが目的



NHSクロイドンメモリーサービス
（ロンドン、南クロイドン地区）

• 多職種チーム（看護師、臨床心理士、作業療法士、
ソーシャルワーカーなど６名）

• 精神科医は非常勤でチーム診断会議における助言
が役割

• アセスメント

– 初回アセスメントはスタッフ２名で訪問し、アセスメントを
行う

– チーム診断会議でアセスメントによって得られた情報によ
り、医師が参加する週に診断会議を行う。必要に応じて
画像診断を行う

– 診断の結果の当事者・家族への丁寧な説明



早期支援

• 診断後の心理ケア

• 必要かつ良質な情報の提供

• 家族支援（たとえば認知症カフェへの参加）

• 認知症治療薬の選択

• 本人の残された判断能力を尊重したケアプラ
ンの作成

• 生活環境の改善

• 通常、メモリーセンターが係るのはおよそ３ヶ
月、その後はプライマリケア医に引き継ぐ



臨床心理士

看護師 作業療法士



ケアラー支援の強化

• １９９５年ケアラー法が制定

– 認知症の人を家族に持つ介護者（ケアラー）も支
援を受ける権利を有する

– 地方自治体はケアラーの困難をアセスメントする
義務を有する





サットンケアラーセ
ンターではアドミラ
ルナースが活躍



アドミラルナースの
イアン・ウェザーヘッドさん





アドミラルナースとは？

• 「アドミラルナース（Admiral nurses ）」とは、在宅で認知症の

本人と家族が暮らすことを支援し、諸サービスをつなぐコー
デイネーションをする専門トレーニングを受けた「認知症ケア
専門看護師」のことである。

• アドミラルとは「提督」という意味で、この名称の由来は、ヨッ
トを趣味にしていて「アドミラル・ジョー」とニックネームで呼ば
れていた一人の認知症の男性を記念して命名された

• アドミラルナースが、１９９０年ウエストミンスターで活動を始
めて以来、現在、１２６名が、メモリーサービス、在宅チーム、
ケアホーム、病院、終末期ケア、NPO団体、電話相談などで
活躍中であるという。



アドミラルナースの活躍
• デイメンシアUK財団によると、アドミラルナースが入

ることで、施設や病院への入院、入所が著しく減少
し、国の経費削減に相当貢献している

• 3人のアドミラルナースが16の家族に対し支援活動
を10ヵ月続けて、50万ポンド（約7000万円）の削減に
つながったという

• 入院患者の45％は認知症を患い、その中で15～20
％しか本当に入院が必要な人はいない

• 自宅や施設で家族や周りの人が対応できなくなるか
ら入院に追い込まれる。それを防ぐのもアドミラルナ
ースの大きな使命だという



抗精神病薬の処方の制限

• 認知症の人への抗精神病薬使用により死亡
率が高まることが研究によって明らかになっ
た

• リスクの低い薬を限定的に処方する方針が
出され、抗精神病薬の処方率が２００６年の１
７．５％から２０１１年の６．８%まで低下



認知症施策の９つのアウトカム
• アウトカム１

– 私は、早期に認知症の診断を受けた。

• アウトカム２

– 私は、認知症について理解し、それにより将来に
ついての決断の機会を得た。

• アウトカム３

– 私の認知症、ならびに私の人生にとって最良の
治療と支援を受けられている

• アウトカム４

– 私の周囲の人々、特にケアをしてくれている家族
が十分なサポートを受けられている



認知症施策の９つのアウトカム
• アウトカム５

– 私は、尊厳と敬意を持って扱われている。

• アウトカム６

– 私は、私自身を助ける術と周囲の誰がどのような支援を
してくれるかを知っている。

• アウトカム７

– 私は人生を楽しんでいる。

• アウトカム８

– 私は、コミュニテイの一員であると感じる。

• アウトカム９

– 私には、周囲の人々に尊重してもらいたい自分の余生の
あり方があり、それが叶えられると感じられている





国際政策シンポジウムのテーマ

• テーマ１ 診断と初期支援

• テーマ２ 統合されたケア

• テーマ３ 危機時の支援

• テーマ４ ケアラー支援

• テーマ５ 権利擁護と倫理

• テーマ６ 国家戦略の推進



テーマ１ 診断と初期支援

• 認知症の未診断問題

– 未診断のためにサービス・支援につながらず問
題が増悪

• 各国とも未診断は４０%～６０％

• 診断率の向上がカギ

• 認知症に関する偏見の克服

– 認知症を持っているが、同時に生活・人生も持っ
ている（例 英国）



テーマ１ 診断と初期支援
• かかりつけ医の認知症診断力・対応力に課題

– 各国ともかかりつけ医の診断能力に課題があり、
十分な役割を果たせていない

• ソーシャルアセスメントとナビゲートがなされて
いない

– ソーシャルアセスメントとは、認知症の人がどのよう
な生活環境で暮らしていて、どのような生活課題を
抱えているかを把握し、包括的支援のプランニング
を行うこと

– そしてそれをナビゲートすることが必要



テーマ２ 統合されたケア
• 分断されたサービス・制度・施策

– 認知症に関する各種地域サービスが分断され、
ばらばらに提供されていることが問題

• 統合されたケアとそのケースマネジメントと担
い手

– フランス：認知症ケースマネジメントサービス拠点
（MAIA)における認知症ケアマネージャー

– 英国：認知症アドバイザー

– オーストラリア：認知症キーワーカー

– デンマーク、オランダ：認知症コーデイネター



テーマ２ 統合されたケア

• ケースマネジメントの質の改善

– 認知症ケースマネージメントが当事者やケアラー
のニーズに基づいたものには必ずしもなっていな
い

– パーソンセンターアプローチやアドバンスヂレクテ
イブ（事前の意志表示）の推進などの仕組みづく
りが必要

– 統合的ケアへむけての制度、政策的改善

• 中央政府と地方政府との関係

• 非営利民間組織、ボランテイア団体等の運営による地
域資源の拡充が必要



テーマ３ 危機時の支援

• 抗精神病薬使用の制御

– 認知症の人の行動・心理状態（BPSD)に対して、

抗精神病薬が過剰に使用されることに対するリ
スクの認識

– ケースマネジメントの質の向上によるBPSD の発
現の予防

– 日常的に認知症の人をバックアップする専門アウ
トリーチチームの配置等

– フランス、イングランド、デンマーク等



テーマ３ 危機時の支援

• 精神科病院への入院

– 各国とも極めて限定的

– フランスでは年間１０００件未満

– 各国とも認知症の人が精神科病院に多数、入院
していた時代を経験、精神科病床および一般療
養病床の削減、閉鎖等の政策実現を経て、現在
に至っている



テーマ４ ケアラー支援
• ケアラー法に基づく支援、国家戦略による明確な位

置づけ

– ケアラー法 イギリス（１９９５年）、オーストラリア（２０１０
年）

– 認知症の人を家族にもつ介護者はこの法律に基づいた
各種支援を受ける「権利」を保持している

– フランス、デンマークはケアラー法はないが、認知症国家
戦略の中で位置づけている

• レスパイトケア

– ケアラーに対する適切な情報提供、ケアラーが抱える困
難についてのアセスメント、レスパイトサービスの提供

• ケアラー支援のボランテイアの育成

– ケアラー団体、認知症協会など



テーマ５ 権利擁護と倫理

• 認知症に関する倫理的問題についての国民
的議論

– 認知症の人への虐待、人権、尊厳を脅かす事態
への対応

– メンタルキャパシテイアクト

• イギリス（２００５年）、新後見法施行



テーマ６ 国家戦略の推進

• 認知症国家戦略の推進に必要な資源

– 認知症政策に必要な財源の確保

– 認知症に関心を持つ有権者がどれほど多いかを世論調
査や社会調査で明らかにする

– 認知症を持つ有権者、介護で苦労する有権者を増やすと
いうロビー活動

• 認知症予算確保に必要な調査研究

– 認知症の疫学研究、病因解明研究

– とくに認知症施策の費用対効果の検証



テーマ６ 国家戦略の推進

• 認知症国家戦略の推進

– 首相や大臣に定期的に政策助言を行うアドバイ
ザリーボードや委員会を設置

– ボードメンバーにケアラーや当事者の参加

– 当事者団体、ケアラー団体の積極的な関わり

– 地方政府の関与

• 地域ごとのベンチマークデータが必要

• 認知症の人の未診断率、抗精神病薬の処方率、施設
入所率



日本への示唆

• 地域別認知症診断率

– 認知症診断率公表とその目標値の設定が認知
症の早期診断の普及を促す

– 日本においても認知症診断率を導入しては？

• ケアラー対策の充実

– 日本においてもケアラー法が必要なのでは？

• 認知症国家戦略委員会

– 日本においても首相直属、大臣直属の認知症国
家戦略委員会等のアドバイザとリーボードが必要
では？



ロンドンのパブで！
日本の訪問看護においても

日本版アドミラルナースが必要では？



医療と介護のクロスロード
to 2025

• 2月20日緊急出版！
• 2018年同時改定の「十字

路」から2025年へと続く「道
」を示す！

• 医学通信社から

2018年2月出版予定

本体価格 1,500円＋税



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイ
トに公開しております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
gt2m-mtu@asahi-net.or.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブックで、
お友達募集をし

ています

mailto:gt2m-mtu@asahi-net.or.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

